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令和 ４ 年度 市の財政状況

　令和 4年度の一般会計の決算は、右グラフのとおりで、
収入額が６80億５3１万円、支出額が６５６億５,7１2万円となりま
した。
　令和 3年度と比べて、歳入が3.0％減、歳出が１.0％増と
なっています。
　歳入のうち、市税収入が287億7,１08万円と全体の42.3％を
占めており、令和 3年度と比べて、法人市民税の増などによ
り１0億１,49６万円、3.7％増となっています。
　歳出の主なものは、社会福祉・高齢者福祉・児童福祉な
どの経費である民生費が34.9％と最も多く、次いで、窓口
サービスや防災などの経費である総務費が１６.0％となって
います。
　令和 3年度と比べて、電力・ガス・食料品等価格高騰緊
急支援給付金支給事業（ ６億7,83５万円増）、上石津義務教
育学校整備事業（ 3 億7,9１8万円増）、企業立地推進事業

　「地方公共団体の財政の健全化に関する
法律」により、令和 4年度決算に基づく「健
全化判断比率（実質赤字比率など 4指標）」
と「資金不足比率」を公表します。
　いずれの比率についても、①自主的な改
善努力を図る財政健全化計画の策定が義務
付けられる基準、②国などの関与による確
実な再生を図る財政再生計画の策定が義務
付けられる基準を下回っています。
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実質赤字
比率

市の一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政
運営の悪化の度合いを示します

赤字は
ありません 11.54％ 20.0％

連結実質
赤字比率

上記に、特別会計と企業会計を加えた市全体の財
政運営の悪化の度合いを示します

赤字は
ありません 16.54％ 30.0％

実質公債
費比率

地方債の償還金およびこれに準ずる費用の大きさ
を指標化し、資金繰りの程度を示します 2.1％ 25.0％ 35.0％

将来負担
比率

地方債現在高など将来の負担を指標化し、財政運
営に与える負担の度合いを示します 12.5％ 350.0％

資金不足比率 公営企業の資金不足を事業規模と比較して指標化
し、経営状況の悪化の度合いを示します

資金不足は
ありません 20.0％

　市は、市民の皆さんに市財政の実態を知っていただく
ため、毎年 2回財政状況を公表しています。本紙面では、
令和 ４年度の財政状況についてお知らせします。
　この公表により、市財政はどのように運営され、税金
はどのように使われているのかなどをご理解いただき、
より良い大垣市をつくるため、市民の皆さんにご協力を
お願いするものです。
　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によっ
て困難な状況にある人たちへの支援と感染症拡大防止、
ウィズコロナを見据えた地域社会の活性化に全力を注ぎ
ました。また、原油・天然ガス等の価格高騰に伴う公共
施設の光熱水費等の上昇に対応したほか、大垣城ホール
の改築と大垣公園の再整備に向けた基本構想の策定な
ど、活力あるまちづくりへの礎を築く事業に取り組みま
した。
　財政状況について詳しくは、市ＨＰをご覧いただく
か、財政課（☎４7－8296）へ。

一般会計

歳入

歳出

民生費
228億9,582万円

34.9％

総務費
105億3,593万円

16.0％
72億3,208万円

11.0％

公債費
55億8,344万円

8.5％

土木費
52億4,107万円

8.0％

衛生費　51億5,543万円　7.8％

諸支出金　29億9,894万円　4.6％

商工費　29億1,743万円　4.4％

消防費　17億4,264万円　2.7％
その他　4億5,479万円　0.7％

教育費

656億5,712万円
支出額

100.0％

農林水産業費　8億9,955万円　1.4％

市税　287億7,108万円　42.3％

繰越金

諸収入
27億7,604万円　4.1％

地方消費税交付金
41億2,564万円　6.1％

県支出金
40億7,265万円　6.0％

市債
16億6,160万円　2.4％

個人市民税   93億3,567万円  32.4％
法人市民税   24億3,954万円 　8.5％
固定資産税 133億1,475万円  46.3％
都市計画税   21億4,323万円 　7.5％
そ　の　他   15億3,789万円    5.3％

国庫支出金
106億

2,085万円
15.6％

その他依存財源
16億652万円　2.4％

51億101万円　7.5％

680億531万円
収入額

100.0％

繰入金
11億4,107万円　1.7％

寄附金
11億7,350万円　1.7％

使用料及び手数料
10億9,659万円　1.6％

その他自主財源
3億1,875万円　0.5％

59.4％40.6％
自主財源依存財源

地方交付税
55億4,001万円　8.1％

▶自主財源
　�市税など、地方公共団体が
自主的に収入する財源

▶依存財源
　�国や県から交付されたり、
割り当てられたりする財源
（市債を含む）

（ 3億2,６１9万円増）などが増加した一方で、
子育て世帯臨時特別給付金支給事業（23億
６,920万円減）、住民税非課税世帯等臨時特別
給付金支給事業（ 8億4,720万円減）、産地収
益力向上対策条件整備事業（ 7億3,0６7万円
減）、小野小学校屋内運動場改築事業（ 7億
１,4５9万円減）などが減少しました。

財政の健全性に
　　　関する比率


